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平成１５年３月期　　個別中間財務諸表の概要

平成１４年１１月　８日

会 社 名　　遠州トラック株式会社　　　　　　　　　登録銘柄
コード番号　　９０５７　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　　静岡県
（ＵＲＬ　http://www.enshu-truck.co.jp/）
代　　表　　者　役職名　代表取締役社長　氏名　澤田　邦彦
問合せ先責任者　役職名　取締役管理本部長　氏名　木下　昭二　　　　ＴＥＬ（０５３８）４２－１１１１(代)
決算取締役会開催日　　平成１４年１１月　８日　　　　　中間配当制度の有無          　　　有
中間配当支払開始日　　平成１４年１２月　９日　　　　　単元株制度採用の有無　　　有（１単元　1,000 株）

１．１４年９月中間期の業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月 30 日）
(1) 経営成績 （百万円未満切捨て）

営　業　収　益 営　業　利　益 経　常　利　益

１４年９月中間期
１３年９月中間期

百万円　　　％
６，１９９（   7.4）
５，７７３（   1.6）

百万円　　　％
４７７（　30.3）
３６６（△31.4）

百万円　　　％
４４５（　41.7）
３１４（△35.6）

   １４年３月期      １１，５４４ 　     　　７７０        　　７２７

中 間 (当 期) 純 利 益
1株当たり中間
(当期)純利益

１４年９月中間期
１３年９月中間期

百万円　　　％
２１８（　34.9）
１６１（△36.2）

円　　　銭
　　　　　　２９　０２
　　　　　　２１　４５

   １４年３月期                   ３８１ 　　　　　５０　５７
(注)　1．期中平均株式数 14 年 9 月中間期 7,525,220 株  13 年 9 月中間期 7,545,371 株  14 年 3 月期 7,546,000 株
　　　2．会計処理の方法の変更　　　　無
　　　3．営業収益､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

(2) 配当状況

1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

１４年９月中間期
１３年９月中間期

円　　　銭
　　　　６　　５０
　　　　６　　５０

円　銭
――――
――――

   １４年３月期 ―――― 　　　　１３　００
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3) 財政状態

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

１４年９月中間期
１３年９月中間期

百万円
１９，３７０
１９，０１９

百万円
７，８５１
７，５１９

　　％
４０．５
３９．５

円　　　銭
１，０４９　６０
　　９９６　４６

   １４年３月期 １９，３７３ ７，６９４ ３９．７ １，０１９　６２
(注)１.期末発行済株式数 14 年 9 月中間期 7,480,856 株  13 年 9 月中間期 7,545,706 株  14 年 3 月期 7,546,000 株
　　２.期末自己株式数         14 年 9 月中間期  　65,144 株　13 年 9 月中間期       294 株　14 年 3 月期     1,314 株

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月 31 日）
1株当たり年間配当金

営業収益 経常利益 当期純利益
期　末

通 　 期
百万円

１２，７００

百万円

９４６

百万円

４９９

　　　円  銭
　　　　　　　

６　５０

　　　円  銭
　　　　　　　
１３　００

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）　　６６円１３銭
※業績予想につきましては、本資料発表日現在において、市場動向など可能な情報に基づき作成したものであります。
　今後様々な要因により予想と異なる結果となる可能性があります。
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６．中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

（単位：百万円）

当中間会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 503 470 622

受取手形 218 141 193

営業未収金 1,683 1,511 1,715

販売用不動産 336 384 406

その他のたな卸資産 502 429 483

繰延税金資産 45 32 29

その他 217 215 183

貸倒引当金 △        2 △        3 △        3

流動資産合計 3,504 18.1 3,181 16.7 3,629 18.7

Ⅱ 固定資産

有形固定資産

建物 5,031 5,231 5,137

土地 8,843 8,686 8,731

その他 630 580 599

有形固定資産合計 14,504 74.9 14,499 76.3 14,469 74.7

無形固定資産 261 1.3 253 1.3 245 1.3

投資その他の資産

繰延税金資産 19 34 35

その他 1,079 1,042 989

貸倒引当金 △        0 △        0 △        0

投資その他の資産合計 1,097 5.7 1,077 5.7 1,024 5.3

固定資産合計 15,863 81.9 15,830 83.3 15,739 81.3

Ⅲ 繰延資産

社債発行費 2 7 4

繰延資産合計 2 0.0 7 0.0 4 0.0

資産合計 19,370 100.0 19,019 100.0 19,373 100.0
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（単位：百万円）

当中間会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

支払手形 230 225 289

営業未払金 812 780 840

短期借入金 3,100 1,848 2,700

一年内返済予定長期借入金 1,964 1,715 2,082

未払法人税等 236 139 104

賞与引当金 74 73 73

その他 305 345 332

流動負債合計 6,723 34.7 5,128 27.0 6,422 33.2

Ⅱ 固定負債

社債 500 500 500

長期借入金 4,038 5,668 4,498

退職給付引当金 89 86 91

その他 166 116 168

固定負債合計 4,794 24.8 6,372 33.5 5,257 27.1

負債合計 11,518 59.5 11,500 60.5 11,679 60.3

（資本の部）

Ⅰ 資本金 － － 1,284 6.7 1,284 6.6

Ⅱ 資本準備金 － － 1,070 5.6 1,070 5.5

Ⅲ 利益準備金 － － 90 0.5 90 0.5

Ⅳ その他の剰余金

任意積立金 － 4,748 4,748

中間(当期)未処分利益 － 330 501

その他の剰余金合計 － － 5,079 26.7 5,250 27.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 － － △         6 △ 0.0 △         1 △ 0.0

Ⅵ 自己株式 － － △         0 △ 0.0 △         0 △ 0.0

資本合計 － － 7,519 39.5 7,694 39.7
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（単位：百万円）

当中間会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ 資本金 1,284 6.6 － － － －

Ⅱ 資本剰余金

　資本準備金 1,070 － －

資本剰余金合計 1,070 5.5 － － － －

Ⅲ 利益剰余金

利益準備金 90 － －

任意積立金 4,998 － －

中間(当期)未処分利益 411 － －

利益剰余金合計 5,501 28.4 － － － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金          30 0.2 － － － －

Ⅴ 自己株式 △         35 △ 0.2 － － － －

資本合計 7,851 40.5 － － － －

負債資本合計 19,370 100.0 19,019 100.0 19,373 100.0
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(２)中間損益計算書 （単位：百万円）

当中間会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前中間会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％
Ⅰ 営業収益 6,199 100.0 5,773 100.0 11,544 100.0

Ⅱ 営業原価 5,521 89.1 5,161 89.4 10,345 89.6

営業総利益 678 10.9 612 10.6 1,199 10.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 200 3.2 245 4.2 429 3.7

営業利益 477 7.7 366 6.4 770 6.7

Ⅳ 営業外収益 32 0.5 18 0.3 91 0.8

Ⅴ 営業外費用 64 1.0 70 1.2 134 1.2

経常利益 445 7.2 314 5.5 727 6.3

Ⅵ 特別利益 1 0.0 11 0.2 11 0.1

Ⅶ 特別損失 13 0.2 15 0.3 26 0.2

税引前中間(当期)純利益 433 7.0 311 5.4 712 6.2

法人税、住民税及び事業税 237 3.8 143 2.5 325 2.8

法人税等調整額 △       22 △ 0.3 5 0.1        4  0.1

中間（当期）純利益 218 3.5 161 2.8 381 3.3

前期繰越利益 193 168 168

中間配当額 － － 49

中間配当に伴う利益準備金積立額 － － －

中間(当期)未処分利益 411 330 501
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）

１．資産の評価基準及び評価方法
　　（１）有価証券
            満期保有目的債券　　　　　　　　－　償却原価法（定額法）
　　　　　　子会社株式　　　　　　　　　　　－　移動平均法による原価法
　　　　　　その他有価証券　時価のあるもの　－　中間決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　均法により算定しております。)
　　　　　　　　　　　　　　時価のないもの　－　移動平均法による原価法
　　（２）たな卸資産
　　　　　　販売用不動産及び仕掛不動産　　　－　個別法による原価法
　　　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　－　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　　建物(建物付属設備を除く。)は定額法、建物以外については定率法によっております。
　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　建　　　物　　　10～30年
　　（２）無形固定資産
　　　　　　定額法を採用しております。なおソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能
　　　　　期間（５年）に基づく定額法によっております。

３.繰延資産の処理方法
　　　社債発行費　　　－　　商法の規定に基づき３年間で均等償却しております。

４．引当金の計上基準
（１） 貸倒引当金
　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等特定の債
　　　権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
（２） 賞与引当金
　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当中間期の負担額を計上してお
　　　ります。
（３） 退職給付引当金

　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
　　　　　当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

５．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。また金利スワップについては特例処理の要件を満たしている金利スワッ
プについては、特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
主として当社内規に基づき、金利変動リスク及び燃料価格変動リスクをヘッジしております。当中間会計期間
にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の通りであります。
　　　イ．ヘッジ手段　－　金利スワップ
　　　　　ヘッジ対象　－　社債・借入金
　　　ロ．ヘッジ手段　－　原油アベレージスワップ
　　　　　ヘッジ対象　－　燃料
③ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュフロー変動の
累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利ス
ワップについては、有効性の評価を省略しております。

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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《追加情報》
　　当中間会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を摘要して
　おります。これによる当中間会計期間の損益に与える影響はありません。なお、中間財務諸表等規則の改正により、
　当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成しており
　ます。

《注記事項》
　　（中間貸借対照表関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間期）　　　（前中間期）　　　（前　　期）
　　　１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 5,009百万円       4,671百万円       4,836百万円
　　　２．受取手形割引高                           396百万円         472百万円         342百万円
　　　３．保証債務　　　　　　　　　　　　　　　   302百万円         121百万円         315百万円
　　　４．自己株式　　株式数                    65,144株             294株           1,314株
　　　　　　　　　　　金　額                        35百万円           0百万円           0百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間期）　　　（前中間期）　　　（前　　期）
　　　５．担保提供資産　　　　　　　　　　　　  10,366百万円      10,553百万円      10,435百万円

　　（中間損益計算書関係）

       １．特別損失の内訳

　　　　　　　　　固定資産売却損　　　　　　　　　　　０百万円
　　　　　　　　　固定資産除却損　　　　　　　　　　　１百万円
　　　　　　　　　投資有価証券評価損　　　　　　　　１１百万円
　　　　　　　　　ゴルフ会員権減損処理　　　　　　　　０百万円


